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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 681,376 △9.0 9,729 △47.1 8,245 △51.9 2,568 △51.0

20年3月期 748,967 8.6 18,393 35.7 17,152 41.9 5,244 △5.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 10.25 9.16 4.5 2.1 1.4
20年3月期 20.92 19.00 8.7 4.2 2.5

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  320百万円 20年3月期  925百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 366,308 61,173 14.8 216.20
20年3月期 404,817 65,096 14.9 240.32

（参考） 自己資本   21年3月期  54,168百万円 20年3月期  60,222百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 33,209 △20,508 △10,754 20,376
20年3月期 20,781 △17,559 △1,461 18,422

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 1,254 23.9 2.1
21年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 1,254 48.8 2.2

22年3月期 
（予想）

― ― ― 5.00 5.00 25.1

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

279,000 △22.5 1,800 △77.2 900 △87.6 300 △88.7 1.19

通期 610,000 △10.5 13,600 39.8 12,000 45.5 5,000 94.7 19.95



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

〔 （注）詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」 をご覧下さい。 〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益 （連結） の算定の基礎となる株式数については24ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 251,365,028株 20年3月期 251,365,028株

② 期末自己株式数 21年3月期  821,879株 20年3月期  774,499株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 503,654 △13.2 1,215 △89.0 1,905 △82.2 1,049 △76.3

20年3月期 580,000 6.5 11,049 71.3 10,709 59.4 4,430 34.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 4.18 3.73
20年3月期 17.65 16.03

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 256,661 50,265 19.6 200.37
20年3月期 296,319 54,020 18.2 215.32

（参考） 自己資本 21年3月期  50,265百万円 20年3月期  54,020百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。 
なお、業績予想に関する事項は、添付資料4ページをご参照下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

200,000 △26.6 500 △88.8 250 △94.7 100 △96.1 0.39

通期 439,000 △12.8 6,500 434.5 6,000 214.9 3,000 185.8 11.95
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【定性的情報・財務諸表等】 

１． 経営成績 

         

（１）経営成績に関する分析          

当連結会計年度における日本経済は、2008年10月以降、世界的な金融危機が実体経済に深刻な影響を及ぼす中、

輸出が急激に減少し、企業収益が大幅に悪化するとともに、設備投資が低迷し、個人消費も減少するなど、景気が

急速に後退しました。 

当社においては、主力商品であるＬＰガスの輸入価格が、第２四半期までは高値で推移していましたが、原油価

格の暴落や景気悪化などを背景に、第３四半期に急落しました。 

このような状況のもと、当社は、「新たな成長ステージへの挑戦」を掲げた中期経営計画（ＰＬＡＮ０８）に基

づき、「エネルギーのイワタニ」、「ガスのイワタニ」、「価値創造のイワタニ」、「ＣＳＲのイワタニ」の中期

経営ビジョンを通した成長路線への転換と財務体質の強化に引き続き取り組みました。 

エネルギー等生活関連事業では、ＬＰガス輸入価格が乱高下する中、販売価格の改定に取り組むとともに、ＬＮ

Ｇの供給基盤の強化に向けた貯蔵設備の増設や、業務提携などによる水事業の拡充を推進しました。産業ガス関連

事業では、製造・輸送コストの上昇を受けて各種産業ガスの価格改定に努めるとともに、ガスの用途開発について

は新たな需要創造に向けて継続的に取り組みを進めました。マテリアル・エレクトロニクス関連事業では、景気の

悪化に伴う資源価格の下落などが影響し、収益力が低下しましたが、市場の拡大が期待されるインドにデリー駐在

員事務所を開設するなど、新市場の開拓に取り組みました。 

このほか、水素エネルギー社会の実現に向けて、水素を直接供給する純水素型燃料電池コージェネレーションの

実証運転を開始するとともに、「福岡水素戦略（Ｈｙ－Ｌｉｆｅプロジェクト）」の一環である「水素ハイウェイ

の構築」において、「水素ステーション設置（北九州）」プロジェクトに参画しております。また、千葉には関東

地区で業界初となる液化水素製造プラントの建設を進めました。 

 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高6,813億76百万円（前年度比675億90百万円の減収）、営業利益

97億29百万円（前年度比86億63百万円の減益）、経常利益82億45百万円（前年度比89億７百万円の減益）、

当期純利益25億68百万円（前年度比26億75百万円の減益）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。 

当連結会計年度より、従来「産業ガス関連事業」に区分しておりました当社の機械設備部門、医薬・食品システ

ム部門および連結子会社１社について「マテリアル・エレクトロニクス関連事業」に区分変更いたしました。この

変更は、営業効率の向上や相乗効果を期待した当社の組織変更によるものであります。なお、前年度との数値比較

においては、変更後で比較を行っております。 

 

【エネルギー等生活関連事業】 

 

エネルギー等生活関連事業では、ＬＰガス輸入価格が期初より上昇を続け、プロパンで７月に905ドル／㌧と過

去最高値を記録した後、需要期に向けて大幅に下落し、12 月には 340 ドル／㌧と、過去に例のない市況変動とな

るなど、大変厳しい事業環境となりました。 

このような状況のもと、ＬＰガスの卸売および小売価格の改定と消費者戸数の拡大に取り組むとともに、事業コ

ストの削減を図り、収益基盤の強化に努めました。主力の民生用ＬＰガスは、消費者の節約志向の高まりや暖冬な

どの影響により世帯当たりの消費数量が減少するとともに、不採算取引の解消を進めた結果、販売数量が減少し、

減収となりました。またＬＰガス輸入価格の急落局面においては、相対的に高値の在庫を保有する影響により大幅

な減益となりました。 

この結果、当事業分野の売上高は、3,860億88百万円（前年度比10.8％の減収）、営業利益は39億26百万円

（前年度比61.1％の減益）となりました。 

 

【産業ガス関連事業】 

 

産業ガス関連事業では、期初より各種産業ガスの製造・輸送コストの上昇を受けて価格改定を実施しましたが、

第３四半期に入り、半導体、鉄鋼、化学、自動車、電子部品など、製造業の幅広い業種で大幅な生産調整が行われ 
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るなど、事業環境が急激に悪化しました。このため通期では、酸素、アルゴン、ヘリウム、水素、半導体ガスなど

の各種産業ガスや、溶接材料などの販売が減少しました。液化水素については、新規顧客の獲得により、販売数量

が増加しました。また、製造業の設備投資が減少した影響により、半導体業界向けなどガス関連設備が減収となり

ました。 

 

この結果、当事業分野の売上高は、1,407億84百万円（前年度比5.7％の減収）、営業利益は72億85百万円（前

年度比17.3％の減益）となりました。 

 

【マテリアル・エレクトロニクス関連事業】 
 

マテリアル分野では、合成樹脂部門は、汎用樹脂、樹脂製品は総じて低調となりましたが、食品業界向けＰＥＴ

樹脂の販売は、新規顧客の獲得により好調に推移しました。セラミックス部門は、西豪州の鉱物原料事業が改善し

た一方、製造業の在庫調整が影響し、ジルコンが減収となりました。金属部門は、主力のステンレス鋼が、年間を

通した市況の軟化に加え、先安感により販売数量が減少しました。また、中国での精密部品加工事業も販売が低迷

しました。 

電子・機械分野では、中国向けの板金溶接機械の売上高が伸長したものの、国内外の半導体業界における大幅減

産、設備投資の凍結により、半導体製造装置の売上高が大幅に落ち込みました。 

 

この結果、当事業分野の売上高は、1,408億66百万円（前年度比8.3％の減収）、営業利益は33億55百万円（前

年度比22.4％の減益）となりました。 

 

【その他の事業】 

 

売上高は136億36百万円（前年度比1.7％の増収）、営業利益は11億43百万円（前年度比18.7％の増益）と

なりました。 

 

（２）次期の見通し  

 

今後の見通しにつきましては、日本経済は、世界的な景気後退が長期化することで、輸出や設備投資が減少し、

個人消費も減少が見込まれますが、在庫調整の進展に伴い製造業の稼働率が回復するなど、一部に改善の兆しが見

られます。 

一方、当社の主力事業であるＬＰガス事業では、ＬＰガス輸入価格は比較的安定して推移すると考えられますが、

元売事業者の統合の進展や、ＬＰガス需要の減少傾向、電力および都市ガスとのエネルギー間競争など、依然とし

て厳しい事業環境が続くと思われます。 

このような状況のもと、当社では持続的な成長に向けて、成長力の強化を図る取り組みを進めます。 

ＬＰガス事業は、収益力の強化を目的に、重点地域でのＭ＆Ａの推進による消費者戸数の拡大と、物流拠点の統

廃合など、供給体制の効率化による事業コストの削減に取り組みます。また、天然ガス供給事業の拡大とともに、

家庭用燃料電池コージェネレーションや太陽光発電など、新エネルギー分野の事業構築に取り組み、総合エネルギ

ー事業の展開を推進します。 

産業ガス事業は、ガスの製造・物流の効率化に向けて、空気分離プラントのリプレースの実施や物流体制の見直

しを検討し、コストの削減に努めます。また、事業の拡大に向け、各種産業ガスにおける新用途開発や、中国・東

南アジアを中心とする海外市場への展開を推進します。液化水素については、千葉に建設中の液化水素製造プラン

トが2009年６月に稼動予定であり、安定供給体制の強化と物流の合理化を図ります。 

マテリアル・エレクトロニクス事業は、環境関連分野など、国内外で需要の拡大が期待される業種への取り組み

を強化するとともに、アジアの成長地域での市場開拓を図ります。また販売体制の拡充や原材料の供給力の強化を

行うとともに、高機能材料の開発、並びに製造・加工機能の充実などを通して、より強固な事業基盤の構築を推進

します。 

 

これにより、次期の連結業績見通しにつきましては、売上高 6,100 億円（前年度比 10.5％の減収）、営業利益

136億円（前年度比39.8％の増益）、経常利益120億円（前年度比45.5％の増益）、当期純利益50億円（前年度

比94.7％の増益）を予定しております。 
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（３）財政状態に関する分析 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年度比 19 億 54 百万円増加の

203億76百万円となりました。 
 
①営業活動によるキャッシュ・フロー 
 当連結会計年度における営業活動により得られた資金は、前年度比124億28百万円増加の332億９百万円とな

りました。 

 これは主に、税金等調整前当期純利益72億89百万円、減価償却費150億46百万円、のれん償却額18億61百

万円、売上債権の減少額347億43百万円およびたな卸資産の減少額92億45百万円などによる資金の増加と、仕

入債務の減少額315億48百万円、法人税等の支払額69億73百万円などによる資金の減少によるものです。 

 
②投資活動によるキャッシュ・フロー 
 当連結会計年度における投資活動により支出した資金は、前年度比29億48百万円増加の205億８百万円となり

ました。 
 これは主に、有形固定資産の取得128億22百万円、無形固定資産の取得44億84百万円、投資有価証券の取得

39億91百万円などによる資金の支出によるものです。 
 
③財務活動によるキャッシュ・フロー 
 当連結会計年度における財務活動により支出した資金は、前年度比92億93百万円増加の107億54百万円とな

りました。 
 これは主に、借入金の返済37億47百万円、社債の償還84億９百万円、配当金の支払15億30百万円などによ

る資金の減少と、社債の発行30億円などによる資金の増加によるものです。 
 
④キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 
平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期

自己資本比率 12.6％ 14.0％ 14.7％ 14.9％ 14.8％ 

時価ベースの 

自己資本比率 
19.0％ 25.7％ 21.6％ 16.4％ 15.0％ 

債務償還年数 9.3年 10.6年 7.1年 8.6年 5.2年 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
7.1 6.5 8.2 5.8 9.6 

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

・株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

・営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

            を使用しております。 

・有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち短期借入金及び割引手形、並びに社債・ 

長期借入金・リース債務（いずれも1年以内に期限の到来するものを含む）を対象としております。 

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

 
（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

    

当社は、利益配分につきましては継続的かつ安定的な配当の維持を基本方針とし、今後の業績や経営環境を慎重

に考慮しながら適正な利益還元を行なうこととしております。また、内部留保金につきましては、基幹事業の業容

拡大のための設備投資及び新たな成長につながる戦略投資、ならびに業務体制の効率化・省力化のための投資など

に優先活用し、企業価値の最大化を図ることで株主の皆様のご期待に応えていく所存です。 

  

当連結会計年度の配当金につきましては、期初に公表のとおり１株当たり５円を予定しております。次期の配当

金につきましては、次期の業績及び今後の経営環境などを勘案いたしまして、１株当たり５円を予定しております。 
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（５）事業等のリスク 

当社グループの事業等のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす事項は、以下のようなものがあり

ます。なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末(平成21年３月31日)現在において当社グループ

が判断したものであります。 

 

(1)季節的な要因及び天候の変動について 

ＬＰガスの消費量は、気温や水温の影響を受けますので、当社グループの主力商品であるＬＰガスの販売量は夏季

に減少し、冬季に増加します。このため当社グループは利益が下期に偏る収益構造を有しています。また、特異な

季節変動によっても、当社グループのＬＰガス販売量に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2)ＬＰガス輸入価格（ＣＰ）による影響について 

ＣＰ（Contract Price）は、サウジアラビア国営石油会社（サウジアラムコ社）の販売価格であり、毎月発表され

変動するものですが、サウジアラビアは世界最大のＬＰガス輸出国であり国際マーケットでの価格決定に大きな影

響力を有しています。従ってＣＰ価格の急激な変動は、当社グループのＬＰガスの仕入価格に影響を及ぼす要因と

なります。 

 

(3)為替変動による影響について 

当社グループは貿易取引において為替リスクを負うことがありますが、為替予約を行なうことにより、為替相場の

変動によるリスクを回避しています。しかしながら、急激な為替の変動が起きた場合には、このリスクを完全に排

除することは困難であるため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4)金利変動による影響について 

当社グループは、Ｍ＆ＡによるＬＰガス消費者戸数の拡大や産業ガス事業拡大に向けた設備投資など、戦略的な投

資に対する資金需要があり、金利変動が業績に影響を与える可能性があります。ただし、有利子負債の多くは固定

金利で調達していることから、金利変動による影響は限定的であります。 

 

(5)取引先の信用リスクの影響について 

当社グループは、取引先に対して様々な形で信用供与を行っており、債権の回収が不可能となるなどの信用リスク

を負っております。これらの信用リスクを回避するため、当社グループでは取引先の信用状態に応じて、信用限度

額の設定や必要な担保・保証の取得などの対応策を講じております。しかしながら、取引先の信用状態の悪化や経

営破綻等により債権が回収不能となった場合などには、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(6)規制緩和による競争激化について 

現在、ガス事業法、電気事業法の規制緩和が進んでおり、同業者間の競争に加えてエネルギー間の競争が激化して

います。これらの動きは、ＬＰガス等の市場価格に影響を及ぼす要因となります。 

 

(7)カントリーリスクの影響について 

当社グループは貿易取引を行なっており、その地域での戦争・テロ等の状況によっては業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

(8)保有有価証券価格の変動による影響について 

当社グループはグループ企業の株式を保有するとともに、事業上の関係緊密化を図るために取引先や金融機関を中

心とした有価証券を保有しております。今後の株式市場の変動によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

 

(9)災害について 

当社グループは高圧ガス保安法等に基づくＬＰガス・産業用ガス等を取り扱っております。そのため、法律に基づ

いた定期的な法定検査及び自主的な検査・点検を行っております。しかしながら、大規模な地震等の天災により基

地などの出荷設備やお客様側の消費設備に甚大な被害があった場合、安定供給ができなくなる可能性があります。 
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(10)個人情報の取り扱いについて 

当社グループはＬＰガス事業をはじめとした各種事業において多くの個人情報を取扱っており、個人情報保護法 

に定める個人情報取扱事業者として、個人情報の取扱状況について適切な管理を行い、法の遵守に努めています。

しかしながら、当社グループの取り組みにもかかわらず、個人情報の流出が発生した場合には、当社グループの社

会的信用の低下、顧客からの損害賠償請求など、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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2．企 業 集 団 の 状 況

  当社企業集団は、当社、子会社170社（うち連結子会社90社、持分法適用非連結子会社66社）、関連会社108社（うち持分
法適用関連会社58社）及び関係会社以外の関連当事者により構成され、エネルギー等生活関連、産業ガス関連、マテリアル・
エレクトロニクス関連及び各事業に係わる金融、保険、運送、倉庫、保安、情報処理サービス等その他の分野に事業を展開
しております。
  各分野における当社、主要な関係会社の位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連の系統図は次のとおりであります。

区分 主な製品及び商品 岩谷産業㈱
製品及び商品

家庭用･業務用LPｶﾞｽ

工業用ＬＰガス (工場管理･施設) (販売)
LPｶﾞｽ供給設備 ◎ 岩谷液化ｶ ﾞ ｽ ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ㈱ ◎

ガ ス 機 器 ◎ 横浜液化ｶ ﾞ ｽ ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ㈱ ◎

住 設 機 器 □ 鹿島液化ｶﾞｽ共同備蓄㈱ ◎

生 活 用 品 □ 日 鉱 液 化 ガ ス ㈱ ◎

食 品 □ 連合液化ｶ ﾞ ｽ ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ㈱ ◎
 商  品 ◎ 商   品

□

□
□

(サービス等)
◎

(製造) ◎

◎ イワタニ･ケンボロー㈱ 製  品 ◎

□ イ ワ タ ニ 理 化 ㈱

製  品

製品及び商品

セパレートガス (製造)
特 殊 ガ ス ◎ 岩 谷 瓦 斯 ㈱ (販売)

産 ガス供給設備 ◎ エ ア ･ ケ ミ カ ル ズ ㈱ 製  品  商  品 ◎ IWATANI CORPORATION OF AMERICA  商   品

溶 接 材 料 □ ㈱ ハ イ ド ロ エ ッ ジ (岩谷米国会社)

業 溶 接 ･ 切 断 機 □ ㈱ｺｰﾙﾄﾞ･ｴｱｰ･ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ

産業用機械器具 原材料

ガ
製 品 及 び 商 品 

ス
(製造･販売) (サービス等)

関 ◎ DALIAN IWATANI GAS ◎

MACHINERY CO.,LTD. ○

連 (大連岩谷气体机具有限公司) ○

◎ JIAXING IWATANI INDUSTRIAL 製品及び商品

GASES CO.,LTD

(嘉興岩谷气体有限公司)
製品及び商品

マ  電子･情報機械

テ  化 成 品 (施工･製造) (販売)
リ  鉱 産 物 ◎ 岩 谷 マ テ リ ア ル ㈱  商   品 ◎

ア  鉄 鋼 ◎ 岩 谷 テ ク ノ ㈱ 製  品 ◎ IWATANI CORPORATION (HONG KONG)LTD.  商   品

ルニ 非 鉄 金 属 ◎ キ ン セ イ マ テ ッ ク ㈱ (香港岩谷有限公司)

・ク ﾋﾞﾙ建設工事請負 □ ㈱日本生産技術研究所

エス 建 設 資 材 ◎ DORAL MINERAL INDUS-

レ関 管 工 機 材 TRIES LTD.（ﾄﾞﾗｰﾙﾐﾈﾗﾙ

ク連 ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ会社）

ト  原材料

ロ  
製 品 及 び 商 品 

(金銭貸付･リース) (運送･倉庫･保安) (情報処理サービス等)
金 融 ･ 保 険 ◎ ◎ ◎

運 送 ･ 倉 庫 ◎ ◎

保安･情報処理 ◎

(注) ◎は連結子会社であります。 ◎

○は持分法適用非連結子会社であります。 ◎ IWATANI(CHINA)LIMITED
□は持分法適用関連会社であります。

㈱ ホ ー ム エ ネ ル ギ ー 九 州

沖 縄 岩 谷 産 業 ㈱

㈱アイ・プロモーション

ｲ ﾜ ﾀ ﾆ ｶ ﾞ ｽ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ㈱

㈱ ホ ー ム エ ネ ル ギ ー 近 畿

イワタニ三重ガスセンター㈱

岩谷クリエイティブ㈱

岩 谷 情 報 シ ス テ ム ㈱

（岩谷(中国)有限公司）

イワタニ福岡ガスセンター㈱

御 成 門 興 産 ㈱

大 津 マ ル ヰ ㈱

岩 谷 マ ル ヰ ガ ス ㈱

浜 田 マ ル ヰ ㈱

岩 谷 興 産 ㈱ 岩 谷 物 流 ㈱

ガス保安検査㈱

イ ワ タ ニ 近 畿 ㈱

岩 谷 設 備 シ ス テ ム ㈱

イ ワ タ ニ 東 海 ㈱

イ ワ タ ニ 北 海 道 ㈱

セントラル石油瓦斯㈱

マ ル ヰ 産 業 ㈱

旭 マ ル ヰ ガ ス ㈱

エ

ネ

ル

ギ

ー

等

生

活

関

連

産

業

ガ

ス

関

連

得

意

先

エ

ネ

ル

ギ

ー

等

生

活

関

連

そ

の

他

 
ク

ト

ロ

ニ

ク

ス

関

連

マ

テ

リ

ア

ル

・

エ

レ
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３． 経  営  方  針  

（１）会社の経営の基本方針 

当社は創業以来、「世の中に必要な人間となれ、世の中に必要なものこそ栄える」を企業理念として掲げ、常に

世の中が求める新しい価値、お客様が求める価値の創造に努め、社会に貢献することを目指しています。 

この観点から、株主様、お取引先様、従業員などからの信頼と期待に応えることが、会社繁栄の絶対条件と考え

日々の事業経営にあたっています。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社は、経営指標として経常利益に重点を置き、継続的な利益の拡大により、企業価値の向上を目指しておりま

す。2010年３月期は、経常利益120億円を目標としております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

  当社は、「エネルギー等生活関連事業」、「産業ガス関連事業」、および「マテリアル・エレクトロニクス事業」

の３セグメントで構成されており、相互に補完しながら成長を図っております。各セグメントの営業施策は以下の

通りです。 
 
１）エネルギー等生活関連事業 
  ・Ｍ＆Ａによる消費者戸数の拡大 
  ・供給体制の効率化による事業コストの削減 

・総合エネルギー事業者としての事業基盤の構築 
２）産業ガス関連事業 
  ・ガスの製造・物流の合理化によるコスト削減 
  ・海外市場への展開促進 
  ・液化水素事業の拡大 
３）マテリアル・エレクトロニクス関連事業 
  ・成長分野・成長地域への取り組み強化 

・高付加価値商品の拡充 
 

なお、当社は2009 年４月から開始する中期経営計画の策定を予定しておりましたが、世界経済の悪化など外部

環境に不透明な要素が多いため、策定を延期しております。次期中期経営計画については、策定次第、開示する予

定にしております。 
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４. 連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,678 20,635

受取手形及び売掛金 130,859 100,129

たな卸資産 42,005 －

商品及び製品 － 28,304

仕掛品 － 1,621

原材料及び貯蔵品 － 4,004

繰延税金資産 2,087 2,621

その他 10,407 12,386

貸倒引当金 △1,285 △694

流動資産合計 202,751 169,009

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 26,325 25,655

貯蔵設備（純額） 4,249 4,275

機械装置及び運搬具（純額） 24,885 22,316

工具、器具及び備品（純額） 11,711 10,066

土地 52,711 53,539

リース資産（純額） － 1,537

建設仮勘定 392 4,727

有形固定資産合計 120,276 122,118

無形固定資産   

のれん 10,197 12,280

その他 5,009 4,089

無形固定資産合計 15,207 16,370

投資その他の資産   

投資有価証券 39,762 32,754

長期貸付金 2,935 2,094

繰延税金資産 2,501 3,704

その他 23,278 22,210

貸倒引当金 △1,895 △1,954

投資その他の資産合計 66,581 58,809

固定資産合計 202,065 197,299

資産合計 404,817 366,308

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 123,811 95,737

短期借入金 48,292 40,779

1年内返済予定の長期借入金 20,535 26,499

1年内償還予定の社債 6,310 750

リース債務 － 193

未払法人税等 4,706 2,077

賞与引当金 4,123 4,355

その他 17,988 20,768

流動負債合計 225,768 191,162
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

固定負債   

社債 20,786 20,720

長期借入金 83,144 81,411

リース債務 － 1,423

繰延税金負債 504 634

退職給付引当金 3,573 3,769

役員退職慰労引当金 559 974

負ののれん 89 86

その他 5,294 4,951

固定負債合計 113,952 113,972

負債合計 339,720 305,134

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,096 20,096

資本剰余金 17,909 17,907

利益剰余金 18,684 19,850

自己株式 △211 △222

株主資本合計 56,479 57,630

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,714 31

繰延ヘッジ損益 15 95

為替換算調整勘定 13 △3,588

評価・換算差額等合計 3,743 △3,461

少数株主持分 4,873 7,004

純資産合計 65,096 61,173

負債純資産合計 404,817 366,308
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（２）連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 748,967 681,376

売上原価 610,137 549,072

売上総利益 138,829 132,304

販売費及び一般管理費   

運搬費 23,123 22,402

貸倒引当金繰入額 480 42

給料手当及び賞与 31,071 31,510

賞与引当金繰入額 3,608 3,837

退職給付費用 2,537 2,769

役員退職慰労引当金繰入額 111 177

減価償却費 9,051 10,559

賃借料 9,923 10,094

支払手数料 8,366 8,220

のれん償却額 1,623 1,873

その他 30,538 31,087

販売費及び一般管理費合計 120,435 122,574

営業利益 18,393 9,729

営業外収益   

受取利息 530 439

受取配当金 448 616

為替差益 821 226

負ののれん償却額 8 12

持分法による投資利益 925 320

その他 1,570 2,136

営業外収益合計 4,306 3,751

営業外費用   

支払利息 3,560 3,455

売上割引 651 615

その他 1,335 1,164

営業外費用合計 5,546 5,235

経常利益 17,152 8,245

特別利益   

固定資産売却益 361 153

投資有価証券売却益 1,322 460

その他 － 200

特別利益合計 1,684 813
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 135 52

固定資産除却損 380 685

減損損失 169 26

投資有価証券売却損 319 109

投資有価証券評価損 3,518 303

関係会社整理損 117 19

たな卸資産評価損 － 503

販売用不動産評価損 231 －

役員退職慰労金 125 69

過年度役員退職慰労引当金繰入額 448 －

その他 13 －

特別損失合計 5,459 1,770

税金等調整前当期純利益 13,378 7,289

法人税、住民税及び事業税 5,603 3,984

法人税等調整額 2,171 131

法人税等合計 7,775 4,116

少数株主利益 358 603

当期純利益 5,244 2,568
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 20,096 20,096

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,096 20,096

資本剰余金   

前期末残高 17,909 17,909

当期変動額   

自己株式の処分 0 △2

当期変動額合計 0 △2

当期末残高 17,909 17,907

利益剰余金   

前期末残高 14,714 18,684

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 5,244 2,568

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △122

海外の会計基準に基づく変動 △20 △26

当期変動額合計 3,970 1,165

当期末残高 18,684 19,850

自己株式   

前期末残高 △193 △211

当期変動額   

自己株式の取得 △29 △26

自己株式の処分 11 15

当期変動額合計 △17 △11

当期末残高 △211 △222

株主資本合計   

前期末残高 52,526 56,479

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 5,244 2,568

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △122

海外の会計基準に基づく変動 △20 △26

自己株式の取得 △29 △26

自己株式の処分 11 12

当期変動額合計 3,952 1,151

当期末残高 56,479 57,630

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 7,425 3,714

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,710 △3,683

当期変動額合計 △3,710 △3,683

当期末残高 3,714 31

14

岩谷産業㈱ （8088） 平成21年３月期 決算短信



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 223 15

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △207 79

当期変動額合計 △207 79

当期末残高 15 95

為替換算調整勘定   

前期末残高 △258 13

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 271 △3,601

当期変動額合計 271 △3,601

当期末残高 13 △3,588

評価・換算差額等合計   

前期末残高 7,390 3,743

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,647 △7,205

当期変動額合計 △3,647 △7,205

当期末残高 3,743 △3,461

少数株主持分   

前期末残高 4,858 4,873

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14 2,130

当期変動額合計 14 2,130

当期末残高 4,873 7,004

純資産合計   

前期末残高 64,776 65,096

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 5,244 2,568

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △122

海外の会計基準に基づく変動 △20 △26

自己株式の取得 △29 △26

自己株式の処分 11 12

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,632 △5,074

当期変動額合計 320 △3,923

当期末残高 65,096 61,173
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 13,378 7,289

減価償却費 14,751 15,046

減損損失 169 26

のれん償却額 1,617 1,861

貸倒引当金の増減額（△は減少） △141 △538

賞与引当金の増減額（△は減少） 186 89

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △234 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 208 154

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 559 103

受取利息及び受取配当金 △979 △1,055

支払利息 3,560 3,455

為替差損益（△は益） △46 246

持分法による投資損益（△は益） △925 △320

有形固定資産除売却損益（△は益） 152 －

無形固定資産除却損 1 －

固定資産除売却損益（△は益） － 584

投資有価証券売却損益（△は益） △1,003 △350

投資有価証券評価損益（△は益） 3,518 303

関係会社整理損 117 19

たな卸資産評価損 － 503

販売用不動産評価損 231 －

その他の特別損益（△は益） － △200

売上債権の増減額（△は増加） △1,303 34,743

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,414 9,245

仕入債務の増減額（△は減少） △4,948 △31,548

その他 2,007 2,695

小計 28,464 42,354

利息及び配当金の受取額 1,044 1,068

持分法適用会社からの配当金の受取額 199 215

利息の支払額 △3,589 △3,456

法人税等の支払額 △5,337 △6,973

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,781 33,209

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △63 －

有形固定資産の取得による支出 △14,328 △12,822

有形固定資産の売却による収入 1,810 671

無形固定資産の取得による支出 △3,428 △4,484

無形固定資産の売却による収入 57 118

投資有価証券の取得による支出 △2,504 △3,991

投資有価証券の売却による収入 2,129 249

貸付けによる支出 △7,707 △8,194

貸付金の回収による収入 7,202 8,426

その他 △726 △481

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,559 △20,508
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,221 △8,485

長期借入れによる収入 26,223 25,628

長期借入金の返済による支出 △24,236 △20,889

社債の発行による収入 － 3,000

社債の償還による支出 △6,310 △8,409

少数株主からの払込みによる収入 － 16

自己株式の純増減額（△は増加） △5 △7

リース債務の返済による支出 － △75

配当金の支払額 △1,251 △1,250

少数株主への配当金の支払額 △102 △279

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,461 △10,754

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 △666

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,764 1,280

現金及び現金同等物の期首残高 16,657 18,422

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 673

現金及び現金同等物の期末残高 18,422 20,376
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（５）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 

１）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 ９０社 

主要な連結子会社の名称 

主要な連結子会社は、岩谷マルヰガス㈱、岩谷瓦斯㈱、DALIAN IWATANI GAS MACHINERY CO.,LTD.（大連

岩谷气体机具有限公司）、岩谷マテリアル㈱、DORAL MINERAL INDUSTRIES LTD.（ﾄﾞﾗｰﾙﾐﾈﾗﾙｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ

会社）、岩谷興産㈱、IWATANI(CHINA)LIMITED（岩谷(中国)有限公司）であります。 

なお、当連結会計年度に連結子会社が６社増加いたしました。 

これは、前連結会計年度末に持分法適用子会社であったIWATANI CORPORATION (EUROPE) GmbH（欧州岩谷

会社）、SUZHOU IWATANI METAL PRODUCTS CO.,LTD（蘇州岩谷金属製品有限公司）、SUZHOU ISR E-FILMS 

CO.,LTD（蘇州ＩＳＲ電子薄膜有限公司）、富士の湧水㈱及びその他の子会社であった国際衛生㈱の重要

性が増したこと、前連結会計年度末に持分法適用関連会社であったキンセイマテック㈱の株式追加取得

により子会社となったことにより、新たに連結の範囲に含めたものです。 

また、当連結会計年度に連結子会社が１社減少いたしました。 

これは、テクノメディカル㈱の清算によるものであります。 

②主要な非連結子会社名及び連結の範囲から除いた理由 

都城マルヰガス㈱ほか非連結子会社はいずれも小規模であり、総資産の合計額、売上高の合計額、当期純

損益の合計額(持分に見合う額)及び利益剰余金等の合計額(持分に見合う額)は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

 

２）持分法の適用に関する事項 

①持分法を適用した会社名と数 

イワタニ福岡ガスセンター㈱等非連結子会社66社、日鉱液化ガス㈱等関連会社58社、合計124社の投資につ

いては持分法を適用しております。 

なお、当連結会計年度に持分法適用会社が３社増加いたしました。 

これは、前連結会計年度末に持分法を適用していない非連結子会社または関連会社であった東北いづみ運

輸㈱等３社の重要性が増したことにより、新たに持分法適用の範囲に含めたものです。 

また、当連結会計年度に持分法適用会社が12社減少いたしました。 

これは、５社は連結の範囲に含めたこと、１社は連結子会社との合併、２社は持分法適用会社との合併、

１社は清算、１社は株式譲渡、２社は出資持分の譲渡によるものです。 

②持分法を適用しない会社名と理由 

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の主要な会社は次のとおりであります。 

カホクガス㈱  

都城マルヰガス㈱  

大阪マルヰガス㈱  

これらの非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。 

 

３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なり、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該子会社の

決算財務諸表を使用している子会社は次のとおりであります。 

連 結 子 会 社 名 決算日 

DALIAN IWATANI GAS MACHINERY CO.,LTD.（大連岩谷气体机具有限公司） 12月末日 

その他の海外子会社２１社 12月末日 

イワタニ関東㈱ 2月末日 

イワタニ山梨㈱ 2月末日 
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当連結会計年度において、㈱ホームエネルギー九州、㈱ホームエネルギー近畿ほか６社が２月末日より３

月末日に決算日を変更しており、当連結会計年度における会計期間は13ヵ月間となっております。なお、

これにより、連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

   なお、上記以外は、最近の有価証券報告書における記載から重要な変更がないため開示を省略いたします。 

 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 

１. 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企

業会計基準第９号)を適用し、評価基準について、主として先入先出法による原価法から、主として先入先

出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

この変更により、従来の方法による場合と比べて、売上総利益、営業利益及び経常利益が197百万円それぞ

れ増加し、税金等調整前当期純利益が306百万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

 

２. リース取引に関する会計基準等 

当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成19年３月30日 企業会

計基準第13号(企業審議会第一部会 平成５年６月17日）)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号(日本公認会計士協会 会計制度

委員会 平成６年１月18日)を適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理から、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 

なお、リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前並びにリース契約１件あたりのリース料総額

が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

この変更による当連結会計年度の損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

 

３. 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会

計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号)を適用し、連結決算上必要な修正を行っておりま

す。 

この変更による当連結会計年度の損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

   

（追加情報）有形固定資産の耐用年数の変更 

法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日 法律第23号）に伴い、法定耐用年

数及び資産区分が見直されたため、当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度より、主に機械装置

の耐用年数について改正後の法定耐用年数に変更しております。 

これにより、従来に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ

298百万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

（セ グ メ ン ト 情 報）  

１）事業の種類別セグメント情報　

① 前連結会計年度（自平成１９年４月１日　至平成２０年３月３１日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：百万円）

エネルギー 産 業 ガ ス ﾏ ﾃ ﾘ ｱ ﾙ ･ そ の 他 の 消 去 又 は

等生活関連 ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 計 連 結

事 業 関 連 事 業 関 連 事 業 事 業 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に
対 す る 売 上 高

(2) セ グ メ ン ト 間

の 内 部 売 上 高 4,403 111 2,266 22,170 28,951 28,951) －
  又 は 振 替 高

計 437,004 149,423 155,909 35,582 777,918 28,951) 748,967

営 業 費 用 426,901 140,609 151,582 34,618 753,711 23,138) 730,573

営 業 利 益 10,102 8,814 4,326 963 24,206 5,813) 18,393 

Ⅱ 資 産、減 価 償 却 費

及 び 資 本 的 支 出

資 産 181,081 90,347 69,375 53,135 393,940 10,877 404,817

減 価 償 却 費 7,785 3,602 1,102 3,517 16,008 369 16,377

減 損 損 失 － － － － － 169 169

資 本 的 支 出 6,870 4,489 826 4,462 16,648 443 17,092

※当連結会計年度より、従来「産業ガス関連事業」に区分しておりました当社の機械設備部門、医薬・食品シス
　テム部門及び連結子会社１社について「マテリアル・エレクトロニクス関連事業」に区分変更いたしました。
　比較可能性の観点から、当連結会計年度の事業の種類別区分に対応して組替えて表示しております。

② 当連結会計年度（自平成２０年４月１日　至平成２１年３月３１日）
（単位：百万円）

エネルギー 産 業 ガ ス ﾏ ﾃ ﾘ ｱ ﾙ ･ そ の 他 の 消 去 又 は

等生活関連 ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 計 連 結

事 業 関 連 事 業 関 連 事 業 事 業 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に
対 す る 売 上 高

(2) セ グ メ ン ト 間

の 内 部 売 上 高 3,172 105 2,794 20,597 26,669 26,669) －
  又 は 振 替 高

計 389,261 140,890 143,660 34,233 708,046 26,669) 681,376

営 業 費 用 385,334 133,605 140,305 33,090 692,336 20,689) 671,647

営 業 利 益 3,926 7,285 3,355 1,143 15,710 5,980) 9,729 

Ⅱ 資 産、減 価 償 却 費

及 び 資 本 的 支 出

資 産 155,419 89,647 57,083 48,918 351,068 15,239 366,308

減 価 償 却 費 7,970 4,063 1,425 3,075 16,534 386 16,920

減 損 損 失 － － － － － 26 26

資 本 的 支 出 7,737 8,764 1,313 3,193 21,009 422 21,431

748,967 － 748,967432,601 149,311 153,642 13,411

681,376 － 681,376386,088 140,784 140,866 13,636

(
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(注)１．事業の区分の方法

    事業の区分は、親会社の商品部門を基礎として、商品の種類及び販売経路の共通性により区分しております。

２．各事業の主要な商品

      (1)エネルギー等生活関連事業 家庭用・業務用ＬＰガス、工業用ＬＰガス、ＬＰガス
供給設備、ガス機器、液化天然ガス、各種石油製品、
住設機器、生活用品、食品　他　

      (2)産業ガス関連事業 セパレートガス、特殊ガス、ガス供給設備、溶接材料、
溶接・切断機、産業用機械・装置、レーザー加工機、
ロボット及び周辺機器、プラント　他

      (3)ﾏﾃﾘｱﾙ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ関連事業 電子・情報機械、ＦＡシステム、化成品、鉱産物、鉄鋼、
非鉄金属、ビル建設工事請負、建設資材、管工機材　他

      (4)その他の事業 金融、保険、運送、倉庫、保安、情報処理　他

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は次のとおりであり、主として親会社
    の本社管理部門（企画、総務・人事、広報、物流業務、技術、環境・保安、海外管理、経理部門等）に係る費
    用であります。

(前連結会計年度) (当連結会計年度)
5,813 百万円 5,980 百万円

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は次のとおりであり、主として親会社の現預金及び
    投資有価証券並びに親会社の本社管理部門に係る資産であります。また、資本的支出には長期前払費用の増加
　　額が含まれております。

(前連結会計年度) (当連結会計年度)
49,453 百万円 50,869 百万円

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更　１．重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」
　　に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準）（企業会計基準委員会　平成18
　　年７月５日企業会計基準第９号）を適用し、評価基準について、主として先入先出法による原価法から、主と
　　して先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。
　　この変更により、従来の方法による場合と比べて、営業利益が197百万円増加しておりますが、各事業の種類別
　　セグメントに与える影響は軽微であります。

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更　（追加情報）」に記載のとおり、法人税法の改正

　　（所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、法定耐用年数及び資産区分が

　　見直されたため、当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度より、主に機械装置の耐用年数について

　　改正後の法定耐用年数に変更しております。
　　これにより、従来の方法による場合と比べて、営業利益が298百万減少しておりますが、主に「産業ガス関連事
　　業」に与える影響であり、他の各事業の種類別セグメントに与える影響は軽微であります。

……………………

………

…………

………………
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２）所在地別セグメント情報  

① 前連結会計年度（自平成１９年４月１日　至平成２０年３月３１日）

（単位：百万円）

東 東 南 そ の 他 の 消 去 又 は
日 本 計 連 結

ア ジ ア ア ジ ア 地 域 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に
対する売上高

(2) セグメント間

の内部売上高 9,535 4,758 71,283 3,328 88,905 88,905) －
又 は 振 替 高

計 647,479 26,961 151,782 11,648 837,872 88,905) 748,967

営 業 費 用 624,187 26,018 151,279 12,185 813,670 83,096) 730,573

営 業 利 益 又 は

営業損失（△） 23,291 943 503 △536 24,202 5,809) 18,393

Ⅱ 資              産 338,430 15,536 6,266 9,147 369,380 35,436 404,817

② 当連結会計年度（自平成２０年４月１日　至平成２１年３月３１日）

（単位：百万円）

東 東 南 そ の 他 の 消 去 又 は
日 本 計 連 結

ア ジ ア ア ジ ア 地 域 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に
対する売上高

(2) セグメント間

の内部売上高 13,129 3,887 67,670 2,319 87,006 87,006) －
又 は 振 替 高

計 596,283 25,967 135,865 10,267 768,383 87,006) 681,376

営 業 費 用 581,252 25,456 135,460 10,467 752,637 80,990) 671,647

営 業 利 益 又 は

営業損失（△） 15,031 510 404 △200 15,746 6,016) 9,729

Ⅱ 資              産 305,332 13,678 3,862 6,453 329,327 36,980 366,308

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

    (1)東アジア 中国、台湾

    (2)東南アジア シンガポール、タイ、マレーシア

    (3)その他の地域 米国、オーストラリア、ドイツ

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は次のとおりであり、主として親会社の

    本社管理部門（企画、総務・人事、広報、物流業務、技術、環境・保安、海外管理、経理部門等）に係る費用で

    あります。

(前連結会計年度) (当連結会計年度)

5,813 百万円 5,980 百万円

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は次のとおりであり、主として親会社の現預金及び投

    資有価証券並びに親会社の本社管理部門に係る資産であります。

(前連結会計年度) (当連結会計年度)

49,453 百万円 50,869 百万円

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更　１．重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」に

　　記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準）（企業会計基準委員会　平成18年７

　　月５日企業会計基準第９号）を適用し、評価基準について、主として先入先出法による原価法から、主として先

　　入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

　　この変更により、従来の方法による場合と比べて、「日本」の営業利益が197百万円増加しております。

681,376 － 681,376583,154 22,079 68,194 7,948

748,967 － 748,967637,943 22,203 80,499 8,320

……………………
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６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更　（追加情報）」に記載のとおり、法人税法の改正

　　（所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、法定耐用年数及び資産区分が見

　　直されたため、当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度より、主に機械装置の耐用年数について改正

　　後の法定耐用年数に変更しております。

　　これにより、従来に比べて、「日本」の営業利益が298百万減少しております。

３）海外売上高 

① 前連結会計年度（自平成１９年４月１日　至平成２０年３月３１日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

東 東 南 その他の

計
ア ジ ア ア ジ ア 地 域

Ⅰ　海 外 売 上 高 38,082 18,215 23,435 79,733 

Ⅱ　連 結 売 上 高 748,967 

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 5.1 ％ 2.4 ％ 3.1 ％ 10.6 ％

② 当連結会計年度（自平成２０年４月１日　至平成２１年３月３１日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

東 東 南 その他の

計
ア ジ ア ア ジ ア 地 域

Ⅰ　海 外 売 上 高 34,000 9,419 22,581 66,000 

Ⅱ　連 結 売 上 高 681,376 

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 5.0 ％ 1.4 ％ 3.3 ％ 9.7 ％

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

    (1)東アジア                 中国、台湾

    (2)東南アジア               シンガポール、タイ、マレーシア

    (3)その他の地域             米国、オーストラリア、ドイツ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

…………………

………………

……………

23

岩谷産業㈱ （8088） 平成21年３月期 決算短信



（１ 株 当 た り 情 報）

(前連結会計年度) (当連結会計年度)

１． １株当たり純資産額 240.32 円 216.20 円

２． １株当たり当期純利益 20.92 円 10.25 円

３． 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 19.00 円 9.16 円

（注）１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、

　　　以下のとおりであります。

（1）．１株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）

普通株式に係る純資産額（百万円）

差額の主な内訳（百万円）

　少数株主持分

普通株式の発行済株式数（千株）

普通株式の自己株式数（千株）

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株）

（2）．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

連結損益計算書上の当期純利益（百万円）

普通株式に係る当期純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

普通株式の期中平均株式数（千株）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

当期純利益調整額の主要な内訳（百万円）

　受取利息（税額相当控除後）（百万円）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

普通株式増加数の主要な内訳（千株）

　新株予約権付社債（千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

（重 要 な 後 発 事 象）

　該当する事項はありません。

65,096 61,173

項目 前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

4,873 7,004

60,222 54,168

774 821

251,365 251,365

250,590 250,543

項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益調整額（百万円）

普通株式増加数（千株）

5,244 2,568

5,244 2,568

－

250,607

△ 5

△ 5

25,064

25,064

－

－

250,553

△ 5

△ 5

29,049

29,049

－
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５. 個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,174 10,624

受取手形 30,497 19,950

売掛金 82,370 58,785

商品 27,120 19,671

販売用不動産 96 －

前渡金 1,016 790

前払費用 357 344

未収入金 1,875 3,176

繰延税金資産 1,193 1,573

その他 2,015 2,364

貸倒引当金 △1,601 △1,592

流動資産合計 156,117 115,689

固定資産   

有形固定資産   

建物 21,806 22,280

減価償却累計額 △12,932 △13,308

建物（純額） 8,874 8,972

構築物 8,833 8,910

減価償却累計額 △6,640 △6,790

構築物（純額） 2,193 2,119

貯蔵設備 19,731 20,233

減価償却累計額 △17,080 △17,296

貯蔵設備（純額） 2,651 2,937

機械及び装置 28,282 28,652

減価償却累計額 △22,421 △23,125

機械及び装置（純額） 5,861 5,527

車両運搬具 96 173

減価償却累計額 △79 △93

車両運搬具（純額） 16 80

工具、器具及び備品 2,413 2,589

減価償却累計額 △1,988 △2,013

工具、器具及び備品（純額） 424 576

土地 35,490 35,449

リース資産 － 383

減価償却累計額 － △10

リース資産（純額） － 373

建設仮勘定 52 96

有形固定資産合計 55,565 56,133

無形固定資産   

のれん 269 215

工業所有権 24 20

借地権 48 48

ソフトウエア 2,336 2,046
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

無形仮勘定 447 －

その他 66 93

無形固定資産合計 3,192 2,423

投資その他の資産   

投資有価証券 20,639 15,808

関係会社株式 28,792 31,070

出資金 182 164

関係会社出資金 8,805 8,085

長期貸付金 849 267

従業員に対する長期貸付金 1 0

関係会社長期貸付金 11,312 15,269

破産更生債権等（純額） 1,847 1,812

長期前払費用 197 196

前払年金費用 7,971 8,102

繰延税金資産 252 1,201

その他 2,444 2,294

貸倒引当金 △1,854 △1,860

投資その他の資産合計 81,443 82,414

固定資産合計 140,201 140,971

資産合計 296,319 256,661

負債の部   

流動負債   

支払手形 22,114 15,441

買掛金 74,976 54,987

短期借入金 21,360 16,549

1年内返済予定の長期借入金 12,600 18,045

1年内償還予定の社債 6,000 －

リース債務 － 44

未払金 8,538 7,965

未払費用 484 534

未払法人税等 2,807 －

前受金 386 897

預り金 104 105

前受収益 14 11

賞与引当金 1,681 1,829

その他 1,005 1,229

流動負債合計 152,075 117,641

固定負債   

社債 20,036 20,720

長期借入金 68,650 66,313

リース債務 － 330

退職給付引当金 438 478

その他 1,098 910

固定負債合計 90,223 88,754

負債合計 242,299 206,395
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,096 20,096

資本剰余金   

資本準備金 5,100 5,100

その他資本剰余金 12,766 12,763

資本剰余金合計 17,866 17,863

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 290 282

繰越利益剰余金 12,222 12,026

利益剰余金合計 12,513 12,309

自己株式 △127 △132

株主資本合計 50,348 50,136

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,655 35

繰延ヘッジ損益 15 93

評価・換算差額等合計 3,671 129

純資産合計 54,020 50,265

負債純資産合計 296,319 256,661
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（２）損益計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 580,000 503,654

売上原価   

商品期首たな卸高 24,426 27,217

当期商品仕入高 513,757 439,655

合計 538,184 466,872

商品期末たな卸高 27,217 19,671

売上原価合計 510,967 447,200

売上総利益 69,032 56,454

販売費及び一般管理費   

運搬費 12,367 11,140

貸倒引当金繰入額 358 11

給料手当及び賞与 8,926 8,774

賞与引当金繰入額 1,681 1,829

退職給付費用 1,676 1,658

租税公課 1,712 1,498

減価償却費 3,567 3,951

賃借料 7,122 6,584

支払手数料 7,458 7,069

その他 13,112 12,719

販売費及び一般管理費合計 57,983 55,238

営業利益 11,049 1,215

営業外収益   

受取利息 332 372

受取配当金 1,748 2,048

受取賃貸料 110 327

為替差益 510 555

その他 507 740

営業外収益合計 3,209 4,044

営業外費用   

支払利息 1,509 1,599

社債利息 385 319

売上割引 500 466

その他 1,154 969

営業外費用合計 3,549 3,354

経常利益 10,709 1,905

特別利益   

固定資産売却益 123 64

投資有価証券売却益 1,293 258

関係会社株式売却益 97 －

関係会社出資金売却益 2 247

その他 － 200

特別利益合計 1,517 771
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 93 17

固定資産除却損 220 101

減損損失 169 26

投資有価証券売却損 220 17

関係会社株式売却損 － 85

関係会社出資金売却損 17 20

投資有価証券評価損 2,986 26

関係会社株式評価損 527 51

関係会社整理損 167 243

投資有価証券清算損 13 －

たな卸資産評価損 － 73

販売用不動産評価損 231 －

特別損失合計 4,646 664

税引前当期純利益 7,580 2,013

法人税、住民税及び事業税 2,681 385

法人税等調整額 469 578

法人税等合計 3,150 963

当期純利益 4,430 1,049
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 20,096 20,096

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,096 20,096

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 5,100 5,100

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,100 5,100

その他資本剰余金   

前期末残高 12,766 12,766

当期変動額   

自己株式の処分 0 △2

当期変動額合計 0 △2

当期末残高 12,766 12,763

資本剰余金合計   

前期末残高 17,866 17,866

当期変動額   

自己株式の処分 0 △2

当期変動額合計 0 △2

当期末残高 17,866 17,863

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 300 290

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △9 △8

当期変動額合計 △9 △8

当期末残高 290 282

繰越利益剰余金   

前期末残高 9,037 12,222

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 4,430 1,049

固定資産圧縮積立金の取崩 9 8

当期変動額合計 3,185 △196

当期末残高 12,222 12,026

利益剰余金合計   

前期末残高 9,338 12,513

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 4,430 1,049
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期変動額合計 3,175 △204

当期末残高 12,513 12,309

自己株式   

前期末残高 △109 △127

当期変動額   

自己株式の取得 △20 △20

自己株式の処分 2 14

当期変動額合計 △17 △5

当期末残高 △127 △132

株主資本合計   

前期末残高 47,190 50,348

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 4,430 1,049

自己株式の取得 △20 △20

自己株式の処分 3 12

当期変動額合計 3,158 △212

当期末残高 50,348 50,136

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 7,117 3,655

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,461 △3,619

当期変動額合計 △3,461 △3,619

当期末残高 3,655 35

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 223 15

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △207 77

当期変動額合計 △207 77

当期末残高 15 93

評価・換算差額等合計   

前期末残高 7,340 3,671

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,669 △3,542

当期変動額合計 △3,669 △3,542

当期末残高 3,671 129

純資産合計   

前期末残高 54,531 54,020
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 4,430 1,049

自己株式の取得 △20 △20

自己株式の処分 3 12

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,669 △3,542

当期変動額合計 △511 △3,754

当期末残高 54,020 50,265
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  （４）継続企業の前提に関する注記 

     該当事項はありません。 

 

  （５）重要な会計方針の変更 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会

計基準第９号)を適用し、評価基準について、先入先出法による原価法から、先入先出法による原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

この変更により、従来の方法による場合と比べて、当事業年度の売上総利益、営業利益及び経常利益が25

百万円それぞれ増加し、税引前当期純利益が47百万円減少しております。 

    

     ２．リース取引に関する会計規準等 

当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成19年３月30日 企業会計基

準第13号(企業審議会第一部会 平成５年６月17日）)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号(日本公認会計士協会 会計制度委

員会 平成６年１月18日)を適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理から、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 

なお、リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前並びにリース契約１件あたりのリース料総額

が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報）有形固定資産の耐用年数の変更 

法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日 法律第23号）に伴い、法定耐用年

数及び資産区分が見直されたため、当事業年度より、主に機械装置の耐用年数について改正後の法人税法に

基づく耐用年数に変更しております。 

これにより、従来に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が166百万円それぞれ

減少しております。 
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（６）個別財務諸表に関する注記事項

（１ 株 当 た り 情 報）

１． １株当たり純資産額 215.32 円 200.37 円

２． １株当たり当期純利益 17.65 円 4.18 円

３． 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 16.03 円 3.73 円

（注）１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、

　　　以下のとおりであります。

（1）．１株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）

普通株式に係る純資産額（百万円）

差額の主な内訳（百万円）

普通株式の発行済株式数（千株）

普通株式の自己株式数（千株）

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株）

（2）．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純利益（百万円）

普通株式に係る当期純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

普通株式の期中平均株式数（千株）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

当期純利益調整額の主要な内訳（百万円）

　受取利息（税額相当控除後）（百万円）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

普通株式の増加数の主要な内訳（千株）

　新株予約権付社債（千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

(前事業年度) (当事業年度)

29,049

－

△ 5

29,049

△ 5

－

250,858

－

△ 5

25,064

△ 5

当期純利益調整額（百万円）

25,064普通株式増加数（千株）

4,430 1,049

4,430 1,049

－

250,897

250,882 250,861

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

482 503

251,365 251,365

54,020 50,265

－ －

54,020 50,265

項目 前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）
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